
船橋市国民健康保険料減免取扱要領 

（目的） 

第１条 この取扱要領は、船橋市国民健康保険条例（昭和４７年船橋市条例第１６号。以

下「条例」という。）第２８条の規定による国民健康保険料（以下「保険料」という。）

の減免の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （災害による減免） 

第２条 条例第２８条第１号に規定する保険料の減免の必要があると認められた者は、「災

害による国民健康保険料（税）の減免に伴う特別調整交付金の算定基準について（昭和

４２年６月３０日付け保発第２４号通知）」の交付額の算定の基礎となる減免基準に従っ

て、当該年度分の保険料の額のうち、災害等を受けた日以後に納期に達する額を次の表

のとおり減免するものとする。ただし、当該日の属する月が１２月以降である場合にあ

っては、当該日の属する月の期別から継続して５期分を限度として減免するものとする。 

区分 合計所得金額の範囲 減免割合 

住宅又は家財の１０

分の３以上１０分の

５未満に相当する損

害を受けたとき（保

険金、損害賠償金等

により補填されるべ

き金額を除く。）。 

住宅又は家財の１０分

の５以上に相当する損

害を受けたとき（保険

金、損害賠償金等によ

り補填されるべき金額

を除く。）。 

災害等により納

付義務者（当該者

が属する世帯の

被保険者を含む。

以下同じ。）が所

有し、かつ、自ら

の居住の用に供

する住宅又は当

該住宅に設置さ

れた家財に損害

を受けた場合 

世帯の合計所得金額が

５００万円以下のと

き。 

２分の１ 全部 

世帯の合計所得金額が

５００万円を超え７５

０万円以下のとき。 

４分の１ ２分の１ 

世帯の合計所得金額が

７５０万円を超え１０

００万円以下のとき。 

８分の１ ４分の１ 



降雨災害による

床上浸水により

納付義務者が所

有し、かつ、自ら

の居住の用に供

する住宅又は当

該住宅に設置さ

れた家財に損害

を受け、修繕又は

取替えを要する

場合 

世帯の合計所得金額が

２５０万円未満のとき。 

全額 

世帯の合計所得金額が

２５０万円以上５００

万 円 未満のとき。 

２分の１ 

世帯の合計所得金額が

５００万円以上７５０

万円未満のとき。 

４分の１ 

世帯の合計所得金額が

７５０万円以上１００

０万円未満のとき。 

８分の１ 

震災、風水害、落

雷、火災又はこれ

らに類する災害

により障害者（地

方税法（昭和２５

年法律第２２６

号）第２９２条第

１項第９号に規

定する障害者を

いう。）となった

納付義務者であ

る場合 

 １０分の９ 

（給付制限による減免） 

第３条 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第４章第３節

に規定する給付制限に該当する被保険者又は被保険者であった者の場合は、同法第５９

条第１号又は第２号に該当する期間に係る年度分の保険料の額を月割で減免することが

できる。 

（債務返済のための不動産譲渡をした場合による減免） 

第４条 やむを得ない理由により債務の返済に充てるために資産を譲渡したことにより譲

渡所得を有した者が、当該譲渡所得に係る保険料の納付が困難であると認められる場合

にあっては、当該保険料の額の範囲内で、債務の返済の額に係る所得割額を減免するこ

とができる。 

 

 



（その他の場合による減免） 

第５条 前３条の規定に準ずる場合であって、市長が減免の必要があると認めるときは、

それぞれの基準に準じて減免することができる。 

（減免の申請） 

第６条 第２条から前条までの規定により保険料の減免を受けようとする納付義務者は、

船橋市国民健康保険条例施行規則（昭和４７年船橋市規則第２２号。以下「規則」とい

う。）で定める申請書に次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める書類又はその他市

長が必要があると認める書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

⑴災害 消防署又は警察署等の発行する被災程度を証する書類  

⑵給付制限 刑事施設長等の発行する収容期間等を証する書類 

⑶債務返済のための不動産譲渡 債務の額や不動産譲渡所得を証する書類 

（減免事由の競合） 

第７条 納付義務者が、第２条から第５条までの規定による減免事由が重複する場合にあ

っては、減免割合のいずれか大きい方を適用する。 

（特別徴収者の特例） 

第８条 法第７６条の３第１項に規定する特別徴収に該当する世帯の当年度の保険料の減

免については、条例第１８条の普通徴収に係る保険料の納期とみなして適用する。 

（減免の取消し） 

第９条 市長は、申請者の申出その他の事由により資力の回復等が明らかになり、第２条

から第５条までに規定する減免事由が消滅したと認められる場合には、減免に係る保険

料の額のうち減免事由の消滅した日以後に到来する納期分の減免を取り消すことができ

る。 

２ 市長は、偽りの申請その他不正な行為により減免を受けた者があるときは、当該減免

の取消し及び当該取消しをした日前までの間に減免された保険料の額を徴収するものと

する。 

３ 前２項に規定する減免の取消しをしたときは、その旨を納付義務者に通知しなければ

ならない。 

附 則 

この取扱い基準は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則 



（施行期日） 

１ この取扱要領は、平成１５年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この取扱要領による改正後の規定は、平成１５年度分の保険料から適用し、平成１４

年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この取扱要領による改正後の規定は、平成２０年度分の保険料から適用し、平成１９

年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱要領は、平成２１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の船橋市国民健康保険料減免取扱要領は、平成２１年度以後の年度分保険料に

ついて適用し、平成２０年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は平成２２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の船橋市国民健康保険料減免取扱要領は、平成２２年度以後の年度分の保険料

について適用し、平成２１年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

   附 則 

この要領は、平成３０年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 


